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 平成２９年度ＢＣＰ関連の専門家等派遣事業（専門家派遣の事務処理等実施機関） 

公募要領 

 

「平成２９年度ＢＣＰ関連の専門家等派遣事業」の専門家派遣を実施するに当たり、

その事務処理等を行う実施機関を、次の要領で公募します。 

 

Ⅰ．専門家派遣の概要について 

近年、災害等が頻発する中、被災した場合、地域経済の担い手である中小企業・

小規模事業者の早期復旧が重要です。早期復旧には、自然災害等の緊急事態に遭遇

した場合に備えて事業継続計画（BCP）を策定し、平時に行うべき活動や緊急非常時

における事業継続の手法等を構築すること等が有効です。しかしながら、中小企業・

小規模事業者のBCP策定状況は低いのが実態です。また、緊急非常時における事業継

続のための取組は、サプライチェーンや業務体制の見直し、資金調達計画の立案、

重要商品の検討等、様々な取組が想定されます。 

このため、BCP策定や緊急非常時における事業継続のための取組の検討を行う中小

企業・小規模事業者等の実態を把握しつつ、ワンストップで対応する経営支援体制

の整備を図ることにより、きめ細かな対応を行う事を目的とします。具体的には、

BCP策定に係る知識の不足により最初の一歩が踏み出せない中小企業・小規模事業者

等に対してBCP関連の専門家等を派遣し、専門的見地からの支援を行います。 

専門家派遣は、次のとおり、よろず支援拠点（注１参照）又は地域プラットフォー

ム（注２参照）の構成機関（以下「派遣可能機関」という。）からの派遣申請に基づ

き実施されるものとし、一の中小企業・小規模事業者等が１年度当たりに受けられ

る専門家派遣は、平成２８年度補正予算中小企業・小規模事業者ワンストップ総合

支援事業に係る専門家派遣及び平成２９年度中小企業・小規模事業者ワンストップ

総合支援事業に係る専門家派遣で受けた専門家派遣の回数を含めて３回までとしま

す。また、専門家派遣の実施は、平成３０年３月まで（予算の消化状況によっては、

それよりも早まる場合もあります。）とします。 

 実施方法については、派遣可能機関が中小企業・小規模事業者等からの相談対応

を行い、当該中小企業・小規模事業者の経営課題の整理・抽出を行った上で、当該

機関では対応困難な高度・専門的な課題について、適切な専門家をミラサポ（注３参

照）の専門家データベース（注４参照）から選定し、ミラサポの専門家派遣システム

（注５参照）を通じて派遣申請を行うこととします。 

 

（注１）よろず支援拠点について 

チーフコーディネーターを中心に地域の支援機関等と連携しながら、中小企業・小規模

事業者が抱える売上拡大等の様々な経営課題に対して最適な手法を選択して支援を行う

ため、各都道府県に１箇所ずつ整備される拠点 

（注２）地域プラットフォームについて 
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地域の支援機関（商工会、商工会議所、都道府県等中小企業支援センター、金融機関な

ど）による中小企業・小規模事業者等支援を目的とした連携体。本事業の専門家派遣の窓

口機能を担うほか、自主的な取組として、構成機関が連携し、情報共有のための連絡会議

や経営革新を目指す中小企業・小規模事業者のための経営革新セミナーなどの開催といっ

た取組も行う。 

経済産業局が公募し、一定の基準を満たしたものが登録され、ミラサポ（２．注３参照）

に公表されている。次の①から⑫に該当する機関が直接専門家派遣を申請できる機関（派

遣可能構成機関）であり、派遣可能構成機関を複数種類含む４以上の支援機関（法人、団

体）で構成される必要がある。 

◇派遣可能構成機関 

①商工会、都道府県商工会連合会 

②商工会議所 

③都道府県中小企業団体中央会 

④都道府県商店街振興組合連合会 

⑤中小企業支援法（昭和３８年法律第１４７号）第７条に定める指定法人 

⑥信用保証協会 

⑦認定経営革新等支援機関（※）である一般社団法人又は一般財団法人（特例民法法人

を含み、⑤を除く。）、公益社団法人又は公益財団法人（⑤を除く。） 

⑧認定経営革新等支援機関である地方銀行、第二地方銀行、信用金庫、信用組合 

⑨認定経営革新等支援機関である大学 

⑩認定経営革新等支援機関である特定非営利活動法人 

⑪認定経営革新等支援機関であるその他の法人 

⑫「ひまわりほっとダイヤル」を実施する弁護士会、その他これまでの実績等に照らし、

適切な専門家派遣を実施する能力があると認められる法人、団体 

※中小企業等経営強化法第２１条第１項に規定する認定経営革新等支援機関。 

（注３）ミラサポについて 

ミラサポとは、中小企業庁が運営しているＩＴクラウドを活用した総合支援ポータルサ

イト。ミラサポには、専門家データベース（注４参照）及び専門家派遣システム（注５参

照）を搭載しており、専門家派遣は、当該データベース及びシステムを利用することによ

り実施する（専門家派遣等のサービスを受けるには、中小企業・小規模事業者等はミラサ

ポへの会員登録、企業登録が必要）。 

なお、ミラサポの構築・運営は、中小企業庁が民間団体等（ミラサポ運営事務局）に委

託している。 

（注４）専門家データベースについて 

本事業の派遣専門家の登録基準（Ⅱ．１）を満たした専門家が登録されているデータベ

ース。氏名、専門分野、得意業界、居住地、保有資格などにより専門家の検索が可能。 

（注５）専門家派遣システムについて 

専門家データベースに登録された専門家に対する派遣申請、派遣日程の調整、派遣終了
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後の専門家の支援実施報告の提出・旅費の請求、利用者による専門家に対する評価などの

手続をオンラインで行うシステム 

 

Ⅱ．委託する業務の内容 

委託する業務（以下「委託業務」という。）は、次のとおりです。 

 

１．専門家の登録手続 

本事業の派遣専門家としての登録を希望する者は、事前によろず支援拠点又は地域

プラットフォームの構成機関（以下「派遣可能機関」という。）に推薦を依頼し了解

を得た上で、ミラサポ上の「専門家登録について」のページで登録申請手続を行うも

のとする。 

事務処理等実施機関は、BCP策定や緊急時における事業継続のための取組の検討を

行う中小企業・小規模事業者等の実態を踏まえつつ、受け付けた申請の確認を行い、

登録の可否を判断する。 

 

２．専門家に対する委嘱状の交付等 

本事業に初めて派遣される専門家に対し、本事業の派遣専門家としての委嘱状

を交付するとともに、当該専門家から、就任承諾書、謝金・旅費の支払いに必要な

情報（振込先金融機関等の情報）の提出を受けます。 

なお、提出された情報の管理に当たっては、体制を含め、適切な保護措置を講

ずるとともに、国からの求めに応じて提供できる体制を整備します。 

 

３．専門家に対する謝金・旅費の支払 

派遣終了後、専門家からミラサポを通じて提出される（専門家がミラサポ上で

入力する）専門家支援実施報告書兼旅費請求書（参考１）及び専門家派遣により支

援を受けた中小企業・小規模事業者等がミラサポを通じて提出する専門家派遣事業

業務従事証明書兼支援評価書（参考２）の提出を受けた派遣可能機関は、内容を確

認し、必要事項を入力の上事務処理等実施機関へミラサポを通じて提出する。 

事務処理等実施機関は、別途専門家より提出される交通費の領収書等の内容確

認を行い、専門家に対し謝金・旅費を支払います。 

 

【謝金・旅費の支払いに関する注意事項】 

・本事業の専門家派遣においては、専門家派遣の申請を行った派遣可能機関が原則

として専門家の支援の現場に同行することとしている。同行の有無や同行時間、

「無」の場合の理由が専門家支援実施報告書兼旅費請求書（参考１）に記載され

るので、その妥当性等を確認し、必要に応じて、国に報告すること。 

・謝金・旅費の支払が適正に行われるよう、支払に当たっては、細心の注意を払い

専門家からの報告内容、請求内容及び提出物の確認を行い、必要に応じて、国に
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報告すること。 

・専門家派遣の日程調整は、ミラサポを通じて行われるので、確定後の日程の管理

を行うとともに、謝金・旅費の支払い漏れが生じないよう、必要に応じ、専門家

に対し支援実施報告等の提出の督促を行うこと。 

・謝金・旅費の支払は、最低限、月１回は行うものとし、支払の際、源泉徴収（復

興特別所得税を含む。）を行うこと。 

・謝金・旅費の請求は、平成３０年３月末日までに完了すること（支払は同年４月

１日以降速やかに完了すること。）。 

・謝金・旅費の請求・支払等が適正に行われていることを確認するため、中小企業・

小規模事業者等、派遣可能機関及び専門家に対してヒアリング等による調査を実

施すること。 

 

４．謝金・旅費の支払状況の管理等 

専門家に対する謝金・旅費の支払実績を毎月、国に報告するものとします。また、

謝金・旅費の支払状況は、次の区分により管理し、国からの求めに応じて提供でき

る体制を整備します。 

・専門家別 

・よろず支援拠点別、地域プラットフォーム及びその構成機関別 

加えて、ミラサポ運営事務局と連携し、次の区分により専門家派遣申請に関する

実績を確認できる環境を整備します。 

・よろず支援拠点：自機関の派遣申請件数、謝金・旅費の使用額（支払済額）及

びそれに対応する派遣件数 

・地域プラットフォームの代表機関：自機関及び構成機関毎の派遣申請件数、謝

金・旅費の使用額（支払済額）及びそれに

対応する派遣件数 

・地域プラットフォームの構成機関：自機関の派遣申請件数、謝金・旅費の使用

額（支払済額）及びそれに対応する派遣件

数 

 

５．専門家が作成する支援実施報告等の国への提供 

専門家から提出される支援実施報告等について、国に提供できる体制を整備し

ます。また、当該報告等の管理に当たっては、体制を含め、個人情報や企業情報等

について適切な保護措置を講ずるものとします。 

 

６．支援実施状況等の報告 

専門家からの支援実施報告を毎月とりまとめ、翌月末までに国に報告します。

報告は、当月分の実績値及び事業開始月から当月分までの累計実績値とします。ま

た、報告内容はおおむね次のとおりとし、報告様式は別途国から指示します。 



 

 

5 

 

①専門家派遣件数（よろず支援拠点、地域プラットフォームごと） 

・経営課題別、業種別、窓口となった派遣可能機関の属性別、経済産業局・

都道府県別、専門家の資格別の派遣件数 

・派遣先企業数 

・小規模事業者、創業予定者等別の派遣件数 

②支援を受けた中小企業・小規模事業者等に関する情報（名称、所在地、電話

番号、業種、従業員規模別等） 

また、毎月末時点の専門家の登録状況をとりまとめ、国に報告します。報告す

る内容はおおむね次のとおりとし、報告様式は別途国から指示します。 

・氏名 

・住所 

・推薦機関名称 

・認定経営革新等支援機関の別 

・専門分野 

・保有資格 

 

 

７．国及びミラサポ運営事務局との連携・協力業務 

BCP策定や緊急時における事業継続のための取組の検討を行う中小企業・小規模

事業者等の実態を踏まえた専門家派遣を円滑に実施するために必要な事項につい

て、国及びミラサポ運営事務局と連携・協力をし、下記の業務を行うものとします。

特に、専門家派遣の申請に必要な企業登録等に困難を来している中小企業・小規模

事業者等、派遣可能機関に配慮するものとします。 

【連携・協力業務】 

① 中小企業・小規模事業者等が専門家派遣を利用するためのミラサポの操作等

に係る支援 

② 専門家派遣事業の概要及びミラサポの専門家派遣システムの操作方法等に

関する派遣可能機関に対する説明会の実施（要望に応じて） 

③ 専門家に対する評価 

④ 必要に応じて実施する調査 

 

 

Ⅲ．応募資格 

本公募に応募できるのは、次の要件を満たす法人とします。 

① 日本国内に拠点を有していること。 

② 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しないものであること。 

③ 経済産業省所管補助金等交付等の停止及び契約に係る指名停止等措置要領（平成

１５・０１・２９会課第１号）別表第一及び第二の各号第一欄に掲げる措置要件の
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いずれにも該当しないこと。 

④ 常設の事務所を設け、中小企業庁及び経済産業局等との密接な連携がとれる体制

を確保できること。 

⑤ 本事業に関する委託契約を中小企業庁との間で直接締結ができる機関であるこ

と。 

⑥ 中小企業庁が提示した委託契約書に合意すること。 

⑦ 別添３情報セキュリティに関する事項を遵守すること。 

⑧ 公序良俗に反する活動を行う等、委託先として不適切な者でないこと。 

 

Ⅳ．委託先の選定 

１．選定方法 

Ⅲ．の応募資格を満たす法人から提出された企画提案書等について、中小企業庁

において外部委員による企画競争審査委員会を開催し、２．の選定基準に基づき審

査を行い、委託先を選定します。 

なお、応募締切り後に、必要に応じて提案内容に関するヒアリングを実施するこ

とがあります。また、その際、追加資料の提出を求める場合があります。 

 

２．選定基準 

企画提案書等は、次の選定基準に基づいて総合的に評価を行います。 

① 提案の内容が施策の意図と合致しており、かつ、具体的に記載されているか。 

② 委託業務を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有しているか。 

③ 業務の実施方法、内容等が優れており、適切かつ効率的な実施が見込まれるか。 

④ 委託業務に関する経験、ノウハウを有しているか。 

⑤ 委託業務の実施に当たって入手される個人情報や企業情報等秘匿すべき情報の

管理方法は適切か。 

⑥ 実施体制は、委託業務を円滑に遂行するために十分なものとなっており、また、

事務処理等の業務を一括集中して行う等の効率的なものとなっているか。 

 

【企画提案書に記載する事項】 

●専門家に対する委嘱状の交付等について 

●専門家に対する謝金・旅費に係る請求から確認・支払までの具体的手法について 

●謝金・旅費の請求・支払が適正に実施されるために行う中小企業・小規模事業者

等、専門家及び派遣可能機関への周知や調査等について 

●専門家派遣の実績報告等の管理・集計方法及び当該報告等の国への提供方法につ

いて 

●国及びミラサポ運営事務局との連携・協力業務について 

① 中小企業・小規模事業者等が専門家派遣を利用するためのミラサポの操作等に

係る支援 
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② 専門家派遣事業の概要及び専門家派遣システムの操作方法等に関する派遣可

能機関に対する説明会の実施（要望に応じて） 

③ 専門家に対する評価 

④ 必要に応じて実施する調査 

●委託業務に類似した過去に行っていた業務の実績について 

●委託業務の実施に当たって入手される個人情報や企業情報等秘匿すべき情報の管

理方法 

●委託業務の実施体制 

 

４．採択数 

１機関とします。 

 

Ⅴ．契約等 

１．委託契約の締結 

採択された法人と国との間で委託契約を締結します（採択決定後、契約条件の協

議が整い次第、速やかに委託契約を締結します。）。 

なお、委託業務の一部を第三者に再委託する場合は、国の承認を必要とし、委託

業務の全部を第三者に再委託することは認められません。 

 

２．契約期間 

契約書に定める事業開始日から平成３０年３月３１日までとします。 

 

３．予算規模 

委託業務の予算規模は７億円（一般管理費、消費税及び地方消費税を含む。）を

上限とし、当該金額には、専門家派遣に係る謝金・旅費の金額を含むものとします

（２１，０００回程度を想定）。 

なお、採択決定後の契約金額は、各支出項目等について検証・審査を行った上で

決定するため、必ずしも企画提案書の金額と一致するものではありません。また、

契約条件が合致しない場合には、委託契約の締結ができない場合があります。 

 

４．委託金の支払 

原則として、委託業務完了後の精算払とします。ただし、受託者の財務状況によ

り、関係機関との協議が整った場合は、受託者からの請求により、必要があると認

められる金額について委託業務の完了前に概算払をすることができます。 

 

５．委託金の確定方法 

委託業務完了の日の翌日から１０日以内に委託業務についての実績報告書を提出

する必要があります。国はこれを受けて、委託先の主たる事務所等において検査を
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行い、支払うべき委託金の額を確定します。 

確定額は、契約金額の範囲内であって、実際に支出を要したと認められる費用の

合計額となります。このため、全ての支払にはその内容を明らかにした帳簿類及び

金融機関の振込受領書等の証拠書類が必要となります。支払額及び内容について厳

格に審査し、適切と認められない経費については、委託金の対象外となる可能性が

あります。厳格な経理処理が必要になることを前提として、応募してください。な

お、委託金の対象となるのは、委託契約締結日以降に発生（発注）し、原則として、

契約期間内に支払が完了している経費が対象となります。 

 

６．委託費の内容 

委託業務の遂行に必要と認められる経費は別添１のとおりです。 

 

７．契約に当たっての注意事項 

① 本事業により知り得た支援を受けた中小企業・小規模事業者等、専門家及び派遣

可能機関の秘密を厳守するとともに、これを自己の利益に利用してはなりません。

本事業の終了後も同様とします。 

② 事務処理等実施機関が次に掲げる項目のいずれかに該当するときは、採択の取り

消し、又は契約の解除ができるものとし、その場合には、機関名、理由等を公表す

る場合があります。 

一 本事業の目的又は内容から逸脱した行為を行ったと認められる場合 

二 申請内容に虚偽があることが判明した場合 

三 国に虚偽の報告をしたことが判明した場合 

四 法令等に違反する行為を行ったと認められる場合 

五 社会的信用を失墜する行為を行った場合 

六 その他、本事業の委託先として不適格と認める場合 

 

Ⅵ．応募要領 

 

１．公募期間等スケジュール 

①公募開始            平成３０年２月１４日 

②公募説明会          平成３０年２月２０日 

経済産業省別館８４３共用会議室（８階） 

③公募締切            平成３０年３月８日（１２時必着） 

④審査結果の連絡      平成３０年３月中旬 

⑤契約、事業開始予定  平成３０年３月中旬 

 

２．提出書類 

次の提出書類を一つの封筒等に入れ、提出期限までに中小企業庁（Ⅶ．問合せ先
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参照）へ郵送又は持参してください。また、宛先面に「平成２９年度ＢＣＰ関連の

専門家等派遣事業に係る企画提案書在中」と朱書きで記載してください。 

提出書類は、日本語で作成の上、Ａ４印刷で、複数枚にわたる様式ではページを

打ち、左上をホッチキス等で１か所留めてください。提出書類に不備がある場合は、

受理できません。 

（提出書類と提出部数） 

① 企画提案書（別紙、様式１～３）・・・・正本１部＋写し５部 

② 暴力団排除に関する誓約書（様式４）・・・・正本１部 

③ 定款（寄附行為）・・・・６部 

④ 過去２年間の貸借対照表、損益計算書（収支決算書）・・・・各６部 

⑤ パンフレットその他法人の概要が分かる資料・・・・６部 

※必要に応じて企画提案の内容が分かる書類（様式不問）を添付すること。 

 

３．審査結果の通知 

採択された申請者については、中小企業庁のホームページで名称を公表するとと

もに、申請者に通知します。また、採択、不採択についての問合せには対応しませ

ん。 

 

Ⅶ．問い合わせ先 

経済産業省中小企業庁経営支援課 

住所：〒１００－８９０１東京都千代田区１丁目３番１号 

電話：０３－３５０１－１７６３ 

担当：岡崎、中島、塚本 

 

Ⅷ．企画提案書提出に当たっての注意事項 

（１）提出された書類は、本事業の採択に関する審査以外の目的には使用しません。 

（２）提出された企画提案書及び添付書類は返却しません。ただし、機密保持には十

分配慮します。 

なお、採択された場合には「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平

成１１年５月１４日法律第４２号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人の

正当な利益を害する情報等）を除いて、情報開示の対象となります。 

（３）提出後の変更、取消しはできません。 

（４）企画提案書の作成費用は委託費に含まれません。また、採択の正否を問わず、

企画提案書の作成費用は支給しません。  
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 （別添１）  

 

平成２９年度ＢＣＰ関連の専門家等派遣事業（専門家派遣の事務処理等実施機関） 

の実施に関する経費支出基準 

 

１．平成２９年度ＢＣＰ関連の専門家等派遣事業を実施するために必要な経費。  

（１）人件費  

（２）事業費 

① 専門家派遣に必要な謝金及び旅費 

② 職員旅費 

③ 専門家に対する謝金、旅費に係る振込手数料 

④ 借料及び損料 

⑤ 会議費 

⑥ 消耗品費 

⑦ 雑役務費 

⑧ 外注費 

⑨ その他諸経費 

 

２．一般管理費（１．の１０％以内） 

 

３．消費税及び地方消費税 

上記経費の８％  
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参考１ 
 
専門家支援実施報告書兼旅費請求書 
 
（注）ミラサポ上で入力する項目を様式化したもので、実際の入力画面とは異なる。 
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参考２ 
 
専門家派遣業務従事証明書兼支援評価書 
 
（注）ミラサポ上で入力する項目を様式化したもので、実際の入力画面とは異なる。 
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